
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

魚津市内の単位児童クラブの連絡を密接にし併せて市内各関係団体との連携を図りもって健全なる児童クラブの発展を期する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

宮島　尚子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 平成4年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 児童クラブ連合会育成事業

事 業 コ ー ド

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

513004

該当なし政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

該当なし

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

該当なし

１　総合的な子育て支援対策の推進

項

基 本 事 業 名 子どもの活動の場の充実

款

計画

該当なし

区 分 なし

施 策 名 ３．子育て環境づくりの推進

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市内の単位児童クラブ
① 単位児童クラブ 団体 31 31 31 31 31

児童クラブ加入児童数 人 867 842 850 850 850

➡
活
動
指
標

連合会としての活動数(総会等) 回①

②

0 0 3 33

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 県連合会(上部事業)への参加回数 回 1 10 0 1

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

子供が安心して活動できる施設や参加できる活動メニューが整備されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成4年5月魚津市児童クラブ連合会会則の制定 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 421

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

1

300 300 300 300

1 1 1

1,262 1,262 1,262 1,262

1,262 1,262 1,262 1,262

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

各地区児童クラブでの個々の活動

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

健全なる児童クラブの育成

必要性がないため特になし
把握している

把握していない

児童数の減少や児童クラブ以外の活動(スポーツ少年団、各地区児童館での活動)が多様になってきているため、児童クラブとしての活動が減少するので
はないか。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

単位児童クラブでは地域活動事業や公民館活動事業、児童センター事業が活発に行われるようになり、児童数の減
少もあり児童クラブ活動の縮小や停滞が見られる。今後は地域の親睦団体として存続が望まれる。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者負担には該当しない。

受益者負担には該当しない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

目
的
達
成
済

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

市全体としての活動がほとんどなく、各地区での活動が主となっているため

○

○

○

●

○

なし
説
明

リーダー不足

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

児童の減少に伴い、関係機関、団体の児童を通した事業は、子どもたちにも負担を与えてはいけないか各団体に継続に
ついて協議、検討をしていただく必要がある。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

職員1名で対応しているため、削減できない。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

助成事業ではない
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

小

児童クラブの役員の確保に努める

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

任意団体で進められており、役員との協議が必要

●

●
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

回公衆便所点検、清掃回数 12 12 12

実 施 方 法

市内の各町内に設置されたちびっこ広場の把握と広場内に設置された遊具の点検・補修・撤去を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

宮野　浩一

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 ちびっこ広場管理運営事業

開始年度 昭和47年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 ちびっこ広場管理運営事業

事 業 コ ー ド 24402202

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

513004

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

１　総合的な子育て支援対策の推進

項

基 本 事 業 名 子どもの活動の場の充実

款

計画

３．民生費

区 分 なし

施 策 名 ３．子育て環境づくりの推進

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

ちびっこ広場
① ちびっこ広場の数 カ所 35 34 34 34 34

➡
活
動
指
標

遊具点検回数 回①

② 遊具補修、撤去件数 件

1 1 1 1

3 3 3

1

1 1

12 12

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
遊具の破損に対して補修・撤去した割合
（補修・撤去遊具等/破損遊具）

％ 100.00 100.00

0.00 0.00 0.00

100.00 100.00 100.00

件 0.00 0.00遊具による事故

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

499

⑶その他(使用料・手数料等) 12 1212 12

(千円) 499

12

⑷一般財源 389 406 487 487 487

(千円)

401 418 499

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

自家用車の普及に伴い、各地区の子ども達が外で遊ぶ際の安全性が確保されなくなり、安全で自由に遊ぶことができる場所の提供が必要になったため。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,083

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,682

2

200 200 200 200

2 2 2

841 841 841 841

1,259 1,340 1,340 1,340

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・ちびっこ広場の遊具等の点検、補修、撤去
・吉島ちびっこ広場の公衆便所等維持管理

＊平成23年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

・ちびっこ広場の遊具等の安全が確保される。
・吉島ちびっこ広場の公衆便所が良好な状態で利用される。

同様の施設が他市町にあるかどうか未調査のため・各地区における少子化や若年層の減少、住民の地元意識の低下に伴い、ちびっこ広場の利用の減少及び日常点検等の適正な管理運営が困難になってき
ており、市による完全直営化を望む声がある。
・ちびっこ広場として市で対応すべき範囲や過去からの経緯が不明瞭のなか、地元町内から設置遊具以外で広場敷地のフェンス等の老朽化に伴う修繕要
望が多い

把握している

把握していない

・遊具等の老朽化による補修件数の増加。
・各地区からの遊具等の安全性確保の要望の増加。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

二次評価の要否

不要

少子化の進展により若年層の人口の減少が減少し広場の利用が激減している。高齢者を中心とした地域活動の場と
して利用できないか地域と検討する必要がある。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

ちびっこ広場の清掃や除草等の日常的な維持管理にかかる経費は、地区や町内会が負担している。既存の遊具設置者が
曖昧（一部市の備品として登録有）で、遊具修繕・撤去等にかかる経費について、地区や町内会に負担を求めるのは困
難であり、市で対応せざるを得ない状況である。

ちびっこ広場の清掃や除草等の日常的な維持管理にかかる経費は、地区や町内会が負担している。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

子ども達の遊びに対する意識やニーズの変化から、ちびっ子広場の利用者が低下していると考えられる。

○

○

●

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、目的見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在、担当課で実施している遊具等の実地点検を業者に委託することは可能だが、経費の増加が見込まれる。また、遊
具等の修繕・撤去は業者に発注しており、現状からの人件費の削減は困難である。

継続

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

ちびっこ広場の遊具の老朽化から、施設維持のため継続的に修繕を要するが、ちびっこ広場の必要性自体を見直し、地
元と協議のうえニーズの低い広場の廃止や遊具の撤去をすることにより、一時的な撤去費用の投資で将来的には遊具の
事故防止とともに修繕費の節減を図ることができるものと考えられる

次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

低
い

小

必要性の低いちびっこ広場の廃止を検討。
老朽化の激しい遊具・破損遊具の撤去を実施。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

都市公園事業（都市計画課）
遊具等の修繕・点検について、一括して発注するほうが人件費や運搬費等のコストが下がり、経費削減につながると考
えられる。

●

●
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● ○ ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

魚津市児童センター運営管理（指定管理者：魚津市社会福祉協議会）
こばと児童センター（大町）、かもめ児童センター（経田）、つばめ児童センター（本江）、ひばり児童センター（吉島）、すずめ児童センター（道下）の５館の運営事業
市内、特に児童センターを取り巻く地域に居住する幼児を含む小・中学生が健康の増進を図り情緒豊かに過ごせるための場の整備

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野　道宝

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 児童センター運営事業

開始年度 昭和57年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 児童センター運営事業

事 業 コ ー ド 24402203

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

513004

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001030205コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

５．児童センター費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

１　総合的な子育て支援対策の推進

項

基 本 事 業 名 子どもの活動の場の充実

款

計画

３．民生費

区 分 なし

施 策 名 ３．子育て環境づくりの推進

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

児童センターの利用者
① 児童センターの数 箇所 5 5 5 5 5

➡
活
動
指
標

児童センターを利用した延べ人数 人①

②

92,771 85,024 83,000 80,00081,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 利用者の増加率（前年度を100とする） ％ 97.59 98.7698.50 91.65 97.61

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 20,499 10,808 11,388

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

11,300

0 0 0

11,300

55,400

⑶その他(使用料・手数料等) 3,164 3,16011,799 6

(千円) 56,371

3,100

⑷一般財源 31,420 44,919 41,819 41,800 41,000

(千円)

63,718 55,733 56,260

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 0

地域の児童に健全な環境を与え、その健康を増進し情操を豊かにするとともに、子ども会等地域組織活動の育成及び助長を図る等を目的とする。また、
地域の中における子ども同士のふれあいを通し豊かな情操を養う支援をする。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 66,662

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 700

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,944

2

700 700 700 700

2 2 2

2,944 2,944 2,944 2,944

58,677 59,315 59,204 58,344

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

市内全児童センター４館を平成16年度から魚津市社会福祉協議会が指定管理運営を実施している。
平成19年度に新たな児童センター１館が開館し、同館も同協議会を指定管理者とし、運営体制と利用環境の充実を図った。

＊平成23年度の変更点

子育て支援対策臨時特例基金（安心こども基金）事業で備品購入補助が実施される。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

子育て支援や地域における幼児と親との交流の場の確保など児童センターの機能を充実させるための運営方法の改善や施設の整
備などを図り児童の健全育成に資する

県内各市児童センター設置状況平成１７年度に道下地区から児童センター建設の請願書が提出され議会で採択された。
把握している

把握していない

子育て支援施策の推進により、昭和57年のこばと児童センター開館をはじめとし、現在５館を運営。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

二次評価の要否

不要

地域における子育て支援の拠点として、他の子育て支援施設や団体と連携し、機能の充実を図ることが必要と考え
る。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

事業運営（工作教室等）に係る経費を見直し、受益相当の負担を検討する余地がある。

事業運営（工作教室等）に係る経費を見直し、受益相当の負担を検討する余地がある。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

児童に健全な遊びを与え、児童の健康を増進し情操を豊かにするとともに、地域の子育て支援施設として施策に結
びついている。

●

○

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

指定管理者制度を導入しており、これ以上の削減は難しい。

優秀な専門スタッフの確保。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

●

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

指定管理者制度を導入しており、これ以上の削減は難しい。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

低
い

大

優秀な専門スタッフの確保。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

児童館型地域子育て支援センター事業と連携することで、より効果が高まる。

●

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

事 業 期 間 開始年度 平成15年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

放課後や土日の子どもの居場所づくりの必要性が高まっている。

放課後の子どもたちの安全な活動場所ができ、学習、スポーツ、文化、地域住民との交流を通じて地域のなかで安心して健やか
に育まれるようにする。

参加児童の満足度（アンケート）

国の事業の為、報告書などである程度は把握している保護者から事業をより充実してほしい。
把握している

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

9,315事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 9,052 7,731 7,731 7,731

2,103 1,430 1,430 1,430

2

500 340 340 340

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 340

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 1,430(千円)

7,622 7,212 6,301

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

学校週５日制を背景に週末や放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を作ることを目的に「子ども放課後・週末活動事業」として始まった。平成19年
度に今の事業名にかわった。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

7

⑷一般財源 3,862 3,523 2,764 2,764 2,764

(千円)

0

3,530

6,301

⑶その他（使用料・手数料等） 7 710 13

(千円) 6,301

0 0

3,530

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

公民館を核に、学校、地区住民が連携し、地域社会のつながりが強くなっています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 3,750 3,676 3,530

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

13,697 16,618 15,000

％ 100.00 100.00

15,000 15,000

100.00 100.00 100.00
意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 参加者数（延べ） 人

15 15 15 15② 実施箇所 箇所 15

692 700 700 700① 各種教室開催数 回 665
＜平成22年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

魚津市内全校下地区公民館での放課後子ども教室を実施。村木、西布施小での子ども待機スペースを確保。
放課後子ども教室を開催して様々な体験・交流・学習活動の機会を提供する。

＊平成23年度の変更点

なし

13 13 13小学校区 箇所 13 13

2,364 2,300 2,300 2,300① 小学生数 人 2,393

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象
指
標

市内小中学生を対象
魚津市の地区数

計画

記 入 者 氏 名 谷　恵理子

24年度 25年度

単
位

放課後における、子どもたちの安全・安心活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得て、勉強やスポーツ・文化活動等地域に根ざした多様的な体験活動や交流活動等の機会を提供す
ることにより、社会全体で子どもを育む環境を充実させ、地域の教育力を再生させる。小学校1年生から6年生を対象に全校下の地区公民館・小学校の待機スペースでいろいろな遊び、料
理、伝統芸能の教室、サークル活動を行っている。
市の委託事業として「魚津市放課後子ども教室実行委員会」に委託。事業負担は、国１/３、県１/３、市１/３。

21年度 22年度 23年度

実績

電 話 番 号 0765-23-1045 基 本 事 業 名 子どもの活動の場の充実

◆事業目的・概要（どのような事業か）

なし

施 策 名 ５．社会教育費

１　総合的な子育て支援対策の推進 款 10．教育費

３．子育て環境づくりの推進

目 １．社会教育総務費

政 策 名

001100501政策体系上の位置付け

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分

一般会計政策の柱 基３　健やかで笑顔あふれるまちづくり 会計

コード３コード２部･課･係名等 コード１ 08030100 513004 予算科目

生涯学習係

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 31410090

23 22

生涯学習・スポーツ課

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 14.放課後子ども教室推進事業

事 務 事 業 名 放課後子ども教室推進事業

当面継続 業務分類 ５．ソフト事業
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 23 年度 （平成 22

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

なし
説
明

少ない予算の中で各地区とも必要最低限の事業実施しているため削減できない。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

最低限の人員で業務を遂行しているため時間数の削減はできないので

受益者負担の適正化の余地あり

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

公民館活動振興事業と連携することにより地域により地域に密着した活動を展開できる。

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ● 適切 ○

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

あり
説
明

各公民館でさまざまな子ども教室を行なっているが、活動内容等の見直しや学校振替休業日の開催などにより参加児童
の増加が見込まれる。

③ 効率性 ● 適切 ○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

★　評価結果の総括と今後の方向性

● 適切 ○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

全
国
的
高
い

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

直結度大 ●

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

●

根拠法令等を記入
○

○

非
常
に
高
い

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

説
明

放課後や土日の子どもの居場所となるため児童の健全育成の達成に大いに有効である。

大

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

○

○

○

目的廃止又は再設定の余地あり

○

●

○

成果向上の余地あり

コスト削減の余地あり

② 有効性 ○ 適切 ●

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

●

○ 終了 ○ 廃止

○

●

○

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

子ども教室において活動の内容を見直す。 コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

各公民館での土曜日の子ども活動が定着してきているが、地区によって活動内容・回数
が異なっている。どの地区においても子ども活動が充実したものになるよう進めてい
く。

成果の方向性

向上

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

　公民館活動の子ども教室として、事業名は変わってきているが、少子化対策として行なわれている事業であり、
充実しなければならない事業としてとらえている。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担あり

説
明

飲食代など個別のものに対しては参加費を徴収している。

不要
適正化の余地なし

平
均

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

他市も同様に参加者の個別のものに対しては参加費を徴収している。

● 平均

低い
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